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提案理由 

国に対し、実行ある労働時間の上限規制で過労死を根絶するよう強く求める。 

これが、本案を提出する理由である。 



実行ある労働時間の上限規制で過労死根絶を求める意見書 

 

電通で働いていた女性の過労自殺が明らかになり大きな社会問題となってい

るが、長時間過密労働による痛ましい事件が繰り返されている。最大の要因は、

労働時間の上限規制が日本には、事実上、存在しないところにある。労働基準

法３２条は、労働時間の上限が１日８時間、週４０時間と定めているが、あく

までも原則で、同法３６条に基づく労使協定（いわゆる「三六協定」）を結べ

ば、事実上無制限で働かせることができる。２０１３年１０月に厚生労働省が

行った「労働時間等総合実態調査」では、「三六協定締結企業」は全体の 

５５.２％、そのうち「特別条項付き協定」が４０.５％を占め、厚生労働省が

過労死ラインとしている８０時間を超えている事業所も少なくない。経団連の

会長・副会長企業１７社では、実に１社を除く１６社が月８０時間を超える協

定を結び、月１００時間以上が８社、最長は１５０時間にも上っている。これ

では、過労死が後を絶たないのは当然のことである。いまこそ、実効ある労働

時間の上限規制は急務の課題となっている。 

こうした中、政府も罰則つきの時間外労働の限度を定める法改正を提出する

としている。しかし、検討されている残業時間の上限規制は、繁忙期に「月 

１００時間、２カ月平均８０時間」とされており、過労死ラインを上回るとい

う驚くべき内容となっている。これでは、政府自らが過労死を容認することに

もなりかねない。痛ましい事件を繰り返さないために、たとえ繁忙期であって

も大臣告示に示されている「週１５時間、月４５時間、年３６０時間以内」を

上限とするのは当然のことである。 

加えて、労働時間の終了時刻から次の開始時刻までの休息時間を確保するた

めの規制も必要である。１９９３年に制定されたＥＵ指令では「２４時間につ

き、最低連続１１時間の休息」とされており、１３時間以上の拘束を禁止して

いる。労働者の健康と人権を保障するため日本でも法定化に踏み出すべきであ

る。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 
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